
  人口の推移（各年４月１日現在）

  気象（令和６年）

  交通（令和６年）

 注：端数処理を四捨五入により行っていることから、総数と内訳の計とが一致しない場合がある。

注：なお、比率は、小数点以下第２位で四捨五入している。

グラフでみるさいたま市

資料元：1-7、平年値は気象庁HP

資料元：都市戦略本部デジタル改革推進部が作成

資料元：13-1～4
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90,939人
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土呂(JR)
岩槻(東武)
南与野(JR)
宮原(JR)

大宮(ﾆｭｰｼｬﾄﾙ)
与野(JR)

東浦和(JR)
東大宮(JR)
北浦和(JR)

武蔵浦和(JR)
さいたま新都心(JR)

南浦和(JR)
大宮(東武)
浦和(JR)
大宮(JR)

市内駅別の乗車人員(1日平均)ランキング

　注：平成13年は、さいたま市が5月1日現在の人口で、岩槻市が4月1日現在の人口
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平成13年5月1日

3市合併・さいたま市誕生

人口103万4,985人

平成17年4月1日

岩槻市と合併

人口118万68人
平成30年9月18日

人口130万人突破

平成15年4月1日

政令指定都市へ移行

人口105万995人

平成19年10月2日

人口120万人突破



  人口ピラミッド（令和７年１月１日現在）

 産業別の状況（令和３年）

 財政（令和７年度当初予算）
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全会計予算総額は

1兆1,663億円

【参考】

一般会計⇒7,034億円

特別会計⇒3,323億円

企業会計⇒1,306億円

産業構造をみると、事業所数・従業者数ともに卸売業・小売業が最も多い

資料元：4-1

資料元：20-1～3

資料元：都市戦略本部デジタル改革推進部が作成

民生費

39.2%

教育費

17.0%

土木費

11.8%

衛生費

8.2%

総務費

8.4%

公債費

7.9%

商工費

4.0%

消防費など

3.4%

一般会計歳出

7,034億円

卸売業，小売業

23.5

医療，福祉

10.6

宿泊業，

飲食ｻｰﾋﾞｽ

業

9.9

建設業

9.5

不動産業，

物品賃貸業

9.0

生活関連ｻｰﾋﾞ

ｽ業，娯楽業

8.4

ｻｰﾋﾞｽ業(他

に分類され

ないもの)

6.8

学術研究，専門・

技術ｻｰﾋﾞｽ業

6.0

その他

16.2
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事業所数：40,233事業所

卸売業，小売業

22.3
医療，福祉

14.0

ｻｰﾋﾞｽ業(他に分

類されないもの)

13.8

宿泊業，飲

食ｻｰﾋﾞｽ業

8.2

製造業

7.3

建設業

6.8

運輸業，

郵便業

5.6

教育，

学習支

援業

3.9

その他

18.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

従業者数：517,261人

自主

財源

54.8%

依存

財源

45.2%

市税

43.2%

諸収入

5.6%

使用料・

手数料など

6.0%

市債

9.3%

国県支出金

27.0%

地方消費税

交付金など

8.9%

一般会計歳入

7,034億円




